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第１章 総則･共通事項 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、行橋市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２７年

１０月行橋市告示第１０３号。以下「実施要綱」という。）第１１条第１項に定め

る予防給付基準サービス事業（以下「予防サービス事業」という。）である予防給

付基準通所介護事業（以下「通所型サービス事業」という。）及び予防給付基準訪

問介護事業（以下「訪問型サービス事業」という。）の実施にあたり、事業の人員、

設備及び運営に関する基準について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）、介護保険法施行規則（平成１０年政令第４１２号）、指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３

７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）、介護保険法施行規則等の一部を

改正する省令附則第２条第３号及び第５条第３号の規定によりなおその効力を有

するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）、

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号。



以下「指定介護予防支援等基準」という。）及び実施要綱において使用する用語の

例による。 

（基本方針） 

第３条 予防サービス事業は、次に掲げる基本方針に従い、実施されるものとする。 

 ⑴ 実施要綱第６条に規定する判定会議において、予防サービス事業が必要である

と認定された者の状態等を踏まえ、可能な限り居宅における多様なサービスの

利用を促進し、訪問介護員による身体介護及び生活援助の支援を行うことを通

じて、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すこと。 

 ⑵ 生活機能の低下により、多様なサービスの利用が難しいと判断される者のうち、

生活機能の向上を図るトレーニングを集中的に行うことによって生活機能の維

持又は改善が見込まれる場合には、通所介護と同様のサービス又は生活機能の

向上に資する機能訓練を行うことを通じて、利用者の生活機能の維持又は向上

を目指すこと。 

 ⑶ 地域との結びつきを重視し、市及び他の事業者ならびにその他の保健医療サー

ビス及び福祉サービスを提供するものとの連携に努めること。 

（指定の申請） 

第４条 行橋市において予防サービス事業を行うものは、通所介護相当サービス事

業・訪問介護相当サービス事業指定・更新申請書（様式第１号）に次の書類を添え

て市長に提出し、事業所の指定を受けなければならない。 

⑴ 総合事業指定に係る記載事項（付表１） 

⑵ 管理者経歴書（付表２） 

⑶ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要（付表３） 

⑷ 行橋市介護予防・日常生活総合事業の指定・人員基準要綱第５条各号に該当し

ない旨の誓約書 

⑸ 通所加算減算一覧（付表５）又は訪問加算減算一覧（付表６） 

⑹ 別表１及び２に記載する任意の様式による書類 



 

（事業者の資格） 

第５条 予防サービス事業を行おうとする者が、次のいずれかに該当するときは、当

該事業を行うことができない。 

⑴ 申請者が法人でないとき。 

⑵ 申請者が禁固以上の刑に処され、その執行が終わり、又は執行が猶予されてい

るものであるとき。 

⑶ 申請に係る事業所が、行橋市、みやこ町及び苅田町（以下「一市二町」という。）

以外の市町村に所在し、当該所在地の市町村から指定を受けていないとき。 

⑷ 申請者が、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「法施行令」

という。）第３５条の２及び第３５条の３で定めるところにより罰金の刑に処さ

れ、その執行が終わり、又は執行が猶予されているものであるとき。 

⑸ 申請者が、当該申請をした日の前日までに、法第７条第９項に規定する社会保

険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）

の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による国民健康保険税を含む。以下「保険料等」

という。）について、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該

処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた

日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に

係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険

料等に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。 

⑹ 申請者が、法第５章第２節から第８節までのうち、指定の取り消しに係る規定

又は実施要綱第１２条によって指定を取り消され、当該取り消しの日から起算し

て５年を経過しない者であるとき。 

⑺ 申請者が、指定の申請前５年以内にすべての介護保険関連事業に関し不正又は

著しく不当な行為をした者であるとき。 



⑻ 申請者が、法第５章第２節から第８節までのうち、指定の取り消しに係る規定

又は実施要綱第１２条によって指定の取り消し処分に係る行政手続法第１５条

の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決

定する日までの間に法第５章第２節から第８節までのうち事業の廃止若しくは

辞退の届出に係る規定又は実施要綱第１５条により事業の廃止若しくは辞退の

届出を出した者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して５年を経過しない

者であるとき。 

⑼ 申請者が、法第５章第２節から第８節までの規定又は法第６章のうち事業所の

立ち入り検査、報告、書類の提出等に係る規定に基づき、検査が行われた日から

聴聞予定日（介護保険法第５章第２節から第８節までのうち、指定の取り消しに

かかる規定又は実施要綱第１２条による指定の取り消し処分に係る聴聞を行う

日として市長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に通知した

特定の日であって、当該検査が行われた日から起算して６０日以内の当該特定の

日をいう。）までの間に実施要綱第１４条の規定による事業の廃止の届出をした

者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者であるとき。 

⑽ 申請者の役員等のうちに第１号から第１１号までの規定に該当するものが存

在するとき。 

⑾ 申請者の予防サービス事業を行う所（以下「予防サービス事業所」という。）

が介護サービス施設として一市二町に存在しない場合。ただし、一市二町以外の

住所地特例施設に入所している対象者へサービスを行う場合は、この限りでない。 

（指定拒否） 

第６条 法第１１５条の４５の５第１項に規定する指定については、当該指定により、

行橋市介護保険事業計画に規定する地域支援事業に係る計画量を超過する場合そ

の他の市における地域支援事業の円滑かつ適切な実施に際し支障が生じる場合に

おいては、当該事業所を指定しないこととすることができる。 

（利用料等の受領） 



第７条 予防サービス事業を行う者（以下「予防サービス事業者」という。）が、予防

サービス事業を提供したときは、実施要綱第１０条に定める実施要綱別表第２の額

を利用者から受け取るものとする。 

２ 予防サービス事業者は、前項の支払を受ける額のほか、配食に係る食材料費相当

額その他利用者の選択に基づき、予防サービス事業において提供した通常のサービ

ス内容を超えるサービスに要した費用の額についても、徴収することができる。 

（会計の区分） 

第８条 予防サービス事業者は、予防サービス事業の会計とその他の事業の会計を区

分しなければならない。 

（利用定員） 

第９条 予防サービス事業のうち、通所型サービス事業を行う者（以下「通所型サー

ビス事業者」という。）及び訪問型サービス事業を行う者（以下「訪問型サービス

事業者」という。）は、利用者の定員数を独自に設定することができる。ただし、

通所型サービス事業を行う所（以下「通所型サービス事業所」という。）及び訪問

型サービス事業を行う所（以下「訪問型サービス事業所」という。）に併設の施設

がある場合にあっては、通所型サービス事業及び訪問型サービス事業の利用定員数

は併設の施設の入居定員数を下回ってはならない。 

（入居者へのサービス提供） 

第１０条 予防サービス事業者は、併設の住宅型施設がある場合であっても、入居者

以外の者からサービス利用の申し出があった場合には、その申し出を断ってはなら

ない。 

２ 住宅型施設の管理者は、入所している者が併設の事業所以外の事業所において、

予防サービス事業の利用を希望した場合は、これを妨げてはならない。 

（個別計画の作成） 

第１１条 通所型サービス事業及び訪問型サービス事業の管理者は、利用者の日常生

活全般の状況及び希望を踏まえて、通所型サービス事業及び指定訪問型サービス事



業の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を

行う期間等を記載した通所介護相当サービス事業個別計画（以下「通所型サービス

個別計画」という。）及び訪問介護相当サービス事業個別計画（以下「訪問型サー

ビス個別計画」という。）を作成するものとする。 

（運営規定） 

第１２条 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、次に掲げる重要事項

について、定めなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 通所型サービス事業及び訪問型サービス事業の利用定員 

⑸ 通所型サービス事業及び訪問型サービス事業の内容及び利用料その他費用の

額  

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ 事業利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時などにおける対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保） 

第１３条 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、適切な事業の提供を

確保するため、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、通所型サービス事業には該

当サービスの事業所の従業員を、訪問型サービスには当該サービスの事業所の従業

員をもって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない

業務については、この限りでない。 

３ 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、通所型サービス事業及び訪



問型サービス事業に従事する者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しな

ければならない。 

（定員の遵守） 

第１４条 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、利用定員を超えて事

業の提供を行ってはならない。ただし、災害その他やむをえない事情がある場合は、

この限りでない。 

（非常災害対策） 

第１５条 予防サービス事業者は、非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報体制並びに関係機関との連携体制並びに避難及び誘導の体制

を整備し、これらを従業者に周知するとともに、定期的に避難訓練、救出訓練その

他必要な訓練を行わなければならない。  

２ 予防サービス事業者は、周辺の環境を踏まえ、地震、風水害、火災その他非常災

害の種別に応じて前項に規定する計画を作成しなければならない。  

３ 予防サービス事業者は、第１項に規定する訓練を行うに当たっては、地域で実施

される防災訓練に参加する等地域との連携に努めなければならない。  

４ 予防サービス事業者は、従業者を防災に関する研修に参加させる等従業者の防災

教育に努めなければならない。  

５ 予防サービス事業者は、非常災害に備え食料、飲料水その他生活に必要な物資の

備蓄に努めなければならない。  

（内容及び手続の説明及び同意） 

第１６条 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、事業の提供の開始に

際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、重要事項の概要、従業者の勤

務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、文書により利用申込者の同意を得なければなら

ない。 

（提供拒否の禁止） 



第１７条 予防サービス事業者は、正当な理由なく予防サービス事業の提供を拒んで

はならない。 

（衛生管理等） 

第１８条 予防サービス事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲

用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 予防サービス事業者は、当該事業を実施する事業所において感染症が発生し、又

は、まん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１９条 予防サービス事業者は、利用者に対する予防サービス事業の提供により事

故が発生した場合は、行橋市、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防マネ

ジメントを行う地域包括支援センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 予防サービス事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について

記録しなければならない。 

３ 予防サービス事業者は、事業の提供により事故が発生したときはこれによって生

じた損害を速やかに賠償しなければならない。 

（申請内容の変更） 

第２０条 予防サービス事業者は、第４条に掲げる申請内容について変更があったと

きは、速やかに市長に届け出なければならない。 

第２章 通所介護相当サービス事業 

（通所型サービス事業の従事者の員数） 

第２１条 通所型サービス事業を行う者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき従事

者の員数は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 生活相談員 生活相談員（専ら当該通所型サービス事業の提供にあたるものに

限る。）が勤務している時間数（当該通所型サービス事業を提供している時間帯



に属する者に限る。）と当該通所型サービス事業を提供している時間数の商が１

以上確保されなければならない。 

⑵ 看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。） 通所型サービス事業の単

位（同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われる者をいう。以下同じ。）

ごとに、専ら当該通所型サービス事業の提供に当たる看護職員が１以上確保され

るために必要と認められる数 

⑶ 介護職員 通所型サービス事業の単位ごとに、当該事業を提供している時間帯

に介護職員（専ら通所型サービス事業の提供に当たる者に限る。）が勤務してい

る時間数の合計数と通所型サービス事業を提供している時間数の商が利用者（当

該通所型サービス事業者が指定通所介護事業者（指定居宅サービス等基準第９３

条第１項に規定する指定通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を合わせて

受け、かつ、通所型サービス事業及び指定通所介護（同基準第９２条に規定する

指定通所介護をいう。以下同じ。）の事業所が同一の事業所において一体的に運

営されている場合にあっては、当該事業所における通所型サービス事業及び指定

通所介護の利用者をいう。）の数が１５人までの場合にあっては１以上、利用者

の数が１５人を超える場合にあっては１５人を超える部分の数を５で除して得

た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

⑷ 機能訓練指導員 １以上 

２ 前項の規定にかかわらず、通所型サービス事業の利用定員（第９条本文において

設定されたものをいう。以下同じ。）が１０人以下である場合における事業単位ご

との看護職員及び介護職員の員数は、看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該事

業の提供にあたる者に限る。）が勤務している時間数の合計と提供単位時間数の商

が1以上確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

３ 事業者は、通所型サービス事業の単位ごとに、第１項第３号の介護職員（前項の

適用を受ける場合にあっては、同項の看護職員又は介護職員をいう。次項及び第７

項において同じ。）を、常時１人以上当該通所型サービス事業に従事させなければ



ならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がない

場合は、他の通所型サービスに従事することができるものとする。 

５ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止

するための訓練を行う者として、通所型サービス事業の他の職務に従事することが

できるものとする。 

６ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならない。 

７ 通所型サービス事業者が、指定通所介護事業者及び通所型サービス事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業及び通所型サービス事業の事業が同一の

事業所において一体的に運営される場合については、指定居宅サービス等基準第９

３条第１項から第７項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前

各項に規定する基準を満たしているものとする。 

（通所型サービス事業の管理者） 

第２２条 通所型サービス事業者は、通所型サービス事業所ごとに専らその職務に従

事する管理者を置かなければならない。ただし、指定通所型サービス事業所の管理

上支障がない場合は、当該管理者は、通所型サービス事業所の他の職務に従事し、

又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

（通所型サービス事業の設備） 

第２３条 通所型サービス事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室

を有するほか、事業の提供に必要な設備を設けるとともに、消火設備その他非常災

害に際して必要な設備、備品等を備えておかなければならない。 

２ 前項に規定する設備のうち、食堂、機能訓練室及び相談室を設置する場合の基準

は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号の定めるところによる。 

⑴ 食堂 食事の提供に支障が無い広さを確保していること 

⑵ 機能訓練室 機能訓練の実施に支障が無い広さを確保していること。 

⑶ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないように配慮して



いること。 

３ 食事及び機能訓練室は、共通の場所であって、それぞれ前項に掲げる基準を満た

している場合は、同一の場所とすることができる。 

４ 第１項に掲げる設備は、専ら通所型サービス事業用に供するものでなければなら

ない。ただし、利用者に対する通所型サービス事業の提供に支障がない場合は、こ

の限りでない。 

５ 通所型サービス事業者が指定通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、通所型

サービス事業及び指定通所介護事業が同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合については、指定居宅サービス等基準第９５条第１項から第３項までに規

定する設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

第３章 訪問介護相当サービス事業 

（訪問型サービス事業の従業員の員数） 

第２４条 訪問型サービス事業者が当該事業を行う事業所ごとに置くべき訪問介護員

等（訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条の２第２項に規定する政令で

定める者をいう。）の員数は、常勤換算方法で、２．５以上とする。 

２ 事業者は、事業所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利用者（訪問型サービス

事業及び指定介護訪問介護（指定居宅サービス等事業基準第４条に規定する指定訪

問介護をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、訪問型サービス事業及び

指定介護訪問介護事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあ

っては、当該事業所における訪問型サービス事業及び指定訪問介護の利用者をいう。

以下この条において同じ。）の数が４０又はその端数を増すごとに１人以上の者を

サービス提供責任者としなければならない。この場合において、当該サービス提供

責任者の員数については、利用者の数に応じて常勤換算方法によることができる。 

３ 前項の利用者の数は、前３月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合

は、推定数による。 



４ 第２項のサービス提供責任者は、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者であ

って、専ら訪問型サービス事業に従事するものをもって充てなければならない。た

だし、利用者に対する訪問型サービス事業の提供に支障がない場合は、同一敷地内

にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下

「指定地域密着型サービス基準」という。）第３条の４第１項に規定する指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）又は指定夜間対応型訪

問介護事業所（指定地域密着型サービス基準第６条第１項に規定する指定夜間対応

型訪問介護事業所をいう。）に従事することができる。 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、

サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置している訪問型

サービス事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている

場合にあっては、当該訪問型サービス事業所に置くべきサービス提供責任者の員数

は、利用者の数が５０又は、その端数を増すごとに１人以上とすることができる。 

６ 訪問型サービス事業者が、指定訪問介護事業者及び訪問型サービス事業者の指定

を併せて受け、かつ、訪問型サービス事業及び指定訪問介護の事業が同一の事業所

において一体的に運営されている場合については、指定居宅介護サービス等基準第

５条第１項から第４項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前

各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（訪問型サービス事業所の管理者） 

第２５条 指定訪問型サービス事業者は、指定訪問型サービス事業所ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定訪問型サービ

ス事業所の管理上支障がない場合は、当該管理者は、指定訪問型サービス事業所の

他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事するこ

とができる。 

（訪問型サービス事業所の設備） 



第２６条 訪問型サービス事業所は、当該事業を運営するために必要な広さを有する

専用の区画を設けるほか、当該事業の提供に必要な設備及び備品を備えなければな

らない。 

２ 訪問型サービス事業者が、指定訪問介護事業者及び訪問型サービス事業者の指定

を併せて受け、かつ、訪問型サービス事業及び指定訪問介護事業が同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準第７条第

１項に規定する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

（秘密保持等） 

第２７条 予防サービス事業者の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 予防サービス事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措

置を講じなければならない。 

３ 予防サービス事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用

いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は、当該家族の

同意をあらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（記録の整備） 

第２８条 予防サービス事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならない。 

２ 通所型サービス事業者及び訪問型サービス事業者は、利用者に対する事業の提供

に関して、次に掲げる記録等を整備し、その完結の日から５年間保存しなければな

らない。  

⑴ 通所型サービス個別計画及び訪問型サービス個別計画 

⑵ 提供した具体的な通所型サービス事業及び訪問型サービス事業の内容等の記

録  



⑶ 市への通知に係る記録  

⑷ 苦情の内容等の記録  

⑸ 事故の状況及び講じた措置の記録 

（委任） 

第２９条 この要綱に定めるもののほか、当該事業の運営・基準に係る必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 


